
 

 

 

 

 

 

 今議会に提案された、行政の附属

機関としての「区民会議」の設置は、

全会一致で否決されました。日本共

産党は、一般の自治体でも認められ

ている｢行政の附属機関｣でなく、政

令市の区に設置が認められている

「区地域協議会」として設置すべき

ことを求めました。 

地方自治法では、第 252 条 20 に

大都市制度の特例として、政令市に

おける「区の設置」を定め、必要と 

   

 

 

 新潟市・浜松市では、設置目的を

｢地域住民の意見を行政運営に反映

させ、市民協働による地域のまちづ

くりをすすめ、住民自治の推進を図

る｣とし、自治法252条 20にもとづ

く｢区協議会｣を設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認めるときには「区ごとに区地域協

議会をおくことができる」と定めて

います。｢区民会議｣は、政令市移行

によって熊本市が区の特色を生かし

た住民参加のまちづくりをすすめて

いくためのものとして提案されてい

ますが、その位置づけは、単なる市

長の諮問機関です。 

 

 

 

 

 

 

本市でも、自治基本条例の立場で、

個別条例による住民自治推進の機関

として設置すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「合併特例区協議会」は、Ｈ16年

につくられた「新合併特例法」で設

けられた仕組みです。本来、合併町

の住民の意向を行政に反映させるも

のです。 

 ところが、無理な合併の産物とし

て、元町長や元町議会議員が横すべ

りして、選挙もないまま、区長や協

議会委員に就任しています。しかも、

区長には年間1,000万円以上の報酬、

同じく協議会委員報酬も、月1回の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議参加に全国一高い月額 187,000

円の報酬が払われています。こうし

た特例区報酬は、年間 1億 2,000万

円、5 年間で 6 億円もの支出となり

ます。 

本市が、政令市移行で区ごとのま

とまり・特色を生かしたまちづくり

をすすめるのであれば、ムダ使いの

典型といえるような「合併特例区協

議会」は速やかに廃止すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【
控
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「
空
の
安
全
」
と
「
労
働
者
の
権
利
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十
二
月
十
一
日
、
熊
本
県
労
連
・
京
陵
９
条
の
会
の
共
催
で
、「
日

航
労
働
者
の
闘
い
の
現
状
を
聴
く
会
」
が
開
か
れ
ま
し
た
。
東
京
か

ら
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
の
長
澤
さ
ん
、
客
室
乗
務
員
の
下
村
さ
ん
の
２
名

の
原
告
が
こ
ら
れ
訴
え
ら
れ
ま
し
た
。
日
航
内
部
で
の
生
々
し
い
実

態
は
、
企
業
の
姿
勢
、
命
に
か
か
わ
る
安
全
運
行
に
つ
い
て
考
え
さ

せ
ら
れ
ま
し
た
。 

昨
年
の
大
晦
日
に
突
然
、
整
理
解
雇
さ
れ
た
日
本
航
空
Ｊ
Ａ
Ｌ
の

ベ
テ
ラ
ン
パ
イ
ロ
ッ
ト
・
客
室
乗
務
員
、
総
勢
１
４
８
名
の
み
な
さ

ん
が
解
雇
撤
回
と
職
場
復
帰
を
求
め
闘
わ
れ
て
い
る
裁
判
は
、
数
年

後
定
年
を
迎
え
る
原
告
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
た
め
に
、
裁
判
に
勝
っ

て
も
職
場
に
戻
れ
な
い
で
は
い
け
な
い
と
、
急
い
で
裁
判
が
進
め
ら

れ
、
大
詰
め
を
迎
え
て
い
ま
す
。
安
全
・
安
心
な
空
の
旅
を
願
う
利

用
者
・
国
民
の
願
い
に
背
を
向
け
た
ベ
テ
ラ
ン
職
員
の
大
量
解
雇

は
、
社
会
に
対
し
企
業
が
果
た
す
べ
き
責
任
か
ら
も
、
そ
の
姿
勢
は

厳
し
く
問
わ
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
し
て
、
無
法
な
解
雇
は
、

全
国
の
す
べ
て
の
労
働
者
に
つ
う
じ
る
雇
用
と
生
活
を
守
る
問
題

で
す
。
裁
判
勝
利
こ
そ
、
空
の
安
全
・
労
働
者
の
権
利
を
守
る
道
だ

と
思
い
ま
す
。
連
帯
の
輪
が
広
が
り
、
裁
判
勝
利
に
向
け
、
多
く
の

み
な
さ
ん
の
協
力
が
得
ら
れ
る
こ
と
を
心
か
ら
願
い
ま
す
。 
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真に住民の意見が反映され、自治が推進される区の協議会を 
 政令市移行後の各区に設置が提案された、行政の「附属機関」としての｢区民会議｣を、全会一致で否決 

 地方自治法 252 条 20 で定められた 

政令市の「区地域協議会」として設置すべき 

自治基本条例にもとづき、住民自治推進の立場に立つならば 

 行政の附属機関でなく、個別条例による独立した機関としての設置を 

「区」設置で組織の重複となる「合併特例区協議会」は速やかに廃止を 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ａ駐輪場 B 駐輪場 C 駐輪場 D 駐輪場 計 

有料時 292 93 32 46 451 

無料化後 370 146 33 67 605 

増加率 ＋27% ＋57% ＋3% ＋46% ＋34% 

１２月９日、「平和と民主主義、くら

しをまもる熊本市民連絡会」の総会が開

かれ、長年、オランダで自転車を中心に

したまちづくりの研究をされてきた坪

原紳二先生が「自転車を交通の主役に」

と題して、記念講演を行いました。 

熊本市は、来年６月をめどに、中心市

街地の駐輪場有料化の準備を進めてい

ます（９月定例議会で条例が可決：共

産党は条例に反対）。 

講演では、自転車先進国のオランダ

やデンマークで進められるまちづくり

の実践を交えながら、自転車利用者の

立場に立ったまちづくりのありかたを

学びました。その主なものを紹介しま

す。 

● 市内中心部の約１８００台の放置自転車は、歩行

者等の妨げや景観悪化の要因となっている。 

オランダのフローニンゲン市では、市内移動の６０％、

中心街に来る人の７０％が自転車を利用しています。 

 自転車先進都市では、自転車道が設置されるなど走行

空間の整備とともに、駐輪場の環境整備も進んでいます。 

下の表は、フローニンゲンにおける駐輪場の「有料時」「無料化

後」の利用者の変化です。駐輪場を無料にすることで駐輪場の利

用が大きく増加しています。自転車の利用を促進するために、駐輪

場の無料化は大きな流れとなっています。 

 

目的地のできるだけ近くに費用負担なく駐輪でき

ることは、自転車の本質的な利点です。フローニン

ゲンでは中心街に４０００～５０００の駐輪ラック

が整備され、多くの市民が利用。まちのにぎわいに

貢献しています。 

歩 道 に と め て

いる自転車を敵

視せず、歩行者と

共存できるまち

づくが進められ

ています。 

 

● 放置自転車解消のための駐輪場整備には費用がかかるため、市

営駐輪場を有料化（５カ所を残し、残りは廃止もしくは民間へ）。 

● 有料化により、民間業者が駐輪場経営に参入することで、スペ

ースの確保が期待できる。 

● 他の交通機関利用者（バスや車利用者など）がお金を払ってい

ることに対し、無料で自転車を駐輪することは不公平である。 

● 違反者には、指導員の指導強化と撤去強化で対応。 

● 辛島公園付近などいまある自転車ラックは撤去し、集約型の駐

輪場に誘導する。 

「取り締まりは最後の手段。

それは自転車にやさしい都市と

してのフローニンゲンにそぐわ

ないし、真の駐輪需要に対する

解決策では全くないから」――

フローニンゲンの自転車に対す

る基本的な考え方です。 

コペンハーゲンでは駐輪指導

員ではなく、チェーンに油をさ

したりタイヤに空気を入れてく

れる「自転車執事」が活躍して

います。 

日本共産党 市議会だより 2011 年 12 月 18 日 


